
連 結 注 記 表

Ⅰ．継続企業の前提に関する注記

当社グループは、前連結会計年度において、重要な営業損失、経常損失、親会社株主に帰属

する当期純損失を計上し、当連結会計年度においても、営業損失、経常損失、親会社株主に帰

属する当期純損失を計上しております。また、当連結会計年度末日において、大阪地方裁判所

の調停に基づく解決金債務が存在しております。これらの状況から、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社グループは、当該状況を早期に改善・解消すべく、以下の対応策を実施してまいりま

す。

・新規事業での収益獲得

セブンスター株式会社が有する、不動産特定共同事業法に基づく「不動産特定共同事業」の

許可と不動産クラウドファンディングに必要不可欠なプラットフォームを活用し、地域創生・

活性化事業強化に向けた投資家アクセス（調達手段）と取得アセットの多様化の双方を実現す

ることで、ストック収入モデルの強化を図ります。

なお、当連結会計年度において、セブンスター株式会社の取得に係るのれんの評価につい

て、当初取得時に企業価値算定に用いた事業計画の進捗に遅れが生じていることから、会計監

査人からの指摘を受け、会計上の見直しを行っております。

当社といたしましては、現時点において、セブンスター株式会社が行う事業の事業性および

将来性について評価を変えたものではありません。

・既存事業での収益獲得

不動産事業においては、引き続き、国内不動産を中心に、中古アパートメント等の小型物件

をターゲットとして各顧客層のニーズに合った不動産の流通に取り組み、収益獲得を目指して

まいります。ゴルフ場運営につきましては、継続したコスト削減と営業努力により、売上高お

よび営業利益の増加を目指してまいります。

また、新型コロナウイルス感染予防対策用の除菌水の卸売事業などの新規事業にも積極的に

取り組んで収益獲得を目指してまいります。
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・資金繰りの悪化の解消と財務の安定化

2022年４月12日適時開示の「第三者割当による第13回新株予約権及び第３回無担保転換社

債型新株予約権付社債の発行並びに第三者割当契約締結に関するお知らせ」にありますとお

り、第三者割当により発行される第13回新株予約権及び第３回無担保転換社債型新株予約権

付社債の募集を行うことについて決議いたしました。

これにより、1,601百万円の資金を調達いたしますが、引続き、業務の効率化を図ると共

に収益に見合った組織体制・コスト構造への転換を進め、コスト削減を徹底して支出の削減

を図ってまいります。また、未回収債権等の早期回収も図ることで資金繰りの悪化の解消と

財務の安定化を図ってまいります。

しかしながら、上記のすべての事業が計画通り実現するとは限らず、これらの対応策の実

現可能性は、市場の状況、需要動向、他社との競合等の影響による成果を負っており、資金

調達や事業計画の達成如何にも左右されるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な

不確実性が認められます。

なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要

な不確実性の影響を連結計算書類に反映しておりません。

Ⅱ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 11社

連結子会社の名称

鳥取カントリー倶楽部株式会社

SUN GREEN POWER ENERGY PTE. LTD.

サンエナジー株式会社

ランド･ベスト株式会社

マース株式会社

HOKUSAI.260株式会社

漫画北斎浮世絵プロジェクト有限責任事業組合

CONQUER株式会社

ジアステーション株式会社

セブンスター株式会社

株式会社鰻福亭ホールディングス
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(2) 非連結子会社の数 ２社

非連結子会社の名称

一般社団法人鳥取カントリー倶楽部

株式会社早稲田不動産管理

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益、利益剰余金等はい

ずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社

該当事項はありません。

(2) 持分法適用の非連結子会社

該当事項はありません。

(3) 持分法非適用の非連結子会社の数 ２社

持分法非適用の非連結子会社の名称

一般社団法人鳥取カントリー倶楽部

株式会社早稲田不動産管理

（持分法を適用しない理由）

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用の範囲から除外しております。

(4) 持分法非適用の関連会社の数 １社

持分法非適用の関連会社の名称

Trang Biomass Co., Ltd.

（持分法を適用しない理由）

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法適用の範囲から除外しております。
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3．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、漫画北斎浮世絵プロジェクト有限責任事業組合、セブンスター株式

会社をのぞき、連結決算日と一致しております。なお、漫画北斎浮世絵プロジェクト有限責任

事業組合の決算日は12月31日、セブンスター株式会社の決算日は2月28日であります。

4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式 移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

a 商 品 主に総平均法

b 貯 蔵 品 最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

ａ 建物及び構築物 ２～48年

ｂ 機械装置及び運搬具 ２～５年

ｃ 工具、器具及び備品 ３～20年

② リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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③ 無形固定資産

のれんの償却方法及び償却期間

５年間の定額法により償却しております。なお、セブンスター株式会社の株式交換に

より生じたのれんは３年での償却を予定しております。

(3) 繰延資産の処理方法

① 新株予約権発行費

支出時に全額費用処理する方法を採用しております。

② 社債発行費

支出時に全額費用処理する方法を採用しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主要な

履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は

以下のとおりであります。

当社及び連結子会社は、企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」に従い、企

業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」の範囲に含まれる金融商品に係る取引、

及び、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれるリース取引

を除く顧客との契約について、次のステップを適用することにより、収益を認識していま

す。

ステップ1：顧客との契約を識別する

ステップ2：契約における履行義務を識別する

ステップ3：取引価格を算定する

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する

ステップ5：履行義務を充足した時にまたは、充足するにつれて収益を認識する
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当社グループにおける、それぞれの収益の認識の方法は以下のとおりです。

ゴルフ場売上

ゴルフ場利用時に顧客から利用代金を受け取った時点で収益を認識しております。

不動産売上

不動産売買においては、当該不動産の引き渡し時点で収益を認識しております。ま

た、手数料売上においては、当該手数料受取時点で収益を認識しております。

地代収入

長期の賃貸借契約を締結しております。当該契約については、一定の期間にわたり

履行義務が充足されると判断しておりますが、保守的に地代受取時点で収益を認識し

ております。

その他

主に新型コロナウイルス感染予防対策用の除菌水の販売を行っております。このよ

うな商品及び製品の販売については、商品及び製品をそれぞれ引き渡した時点で収益

を認識しております。

(6)重要な外貨建ての資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為

替相場により、円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。
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Ⅱ．重要な会計上の見積り

のれんの評価

（1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（単位：千円）

前連結会計年度 当連結会計年度

のれん 233,598 83,468

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①見積りの算出方法

当社グループは、戦略的施策の一環として買収・出資等を実施しており、これらの企業

の結合取引により生じた対象会社の超過収益力をのれんとして連結貸借対照表に計上して

おります。のれんの減損の兆候の識別、減損損失の認識の判定及び測定は、対象会社ごと

に資産のグルーピングを行っております。

減損の兆候があると識別された資産グループについて、残存償却期間に対応した資産グ

ループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額とのれんの帳簿価額とを比較し、

前者が後者を下回る場合には、のれんの減損損失を認識します。

②見積りの算出に用いた主な仮定

割引前将来キャッシュ・フローの算定は、その性質上、判断を伴うものであり、多くの

場合、重要な見積り・仮定を使用します。当該割引前将来キャッシュ・フローの算定に使

用される仮定は、主として、資産グループにおける将来の事業計画に基づいており、将来

の販売予測及びそのために必要とされる設備投資を加味しております。販売予測は、主に

顧客の需要予測に基づき判断しております。

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

見積りの算出に用いた仮定は、経営者の最善の見積りと判断により決定しておりますが、

将来の不確実な経済条件および経営環境等がのれんの評価に不利な影響を与える可能性が

あります。不利な影響を受けた場合、将来の事業計画を見直し、割引前将来キャッシュ・

フローが変動した場合、翌連結会計年度の連結財務諸表において、減損損失の認識の判定

及び減損損失の測定に重要な影響を及ぼす可能性があります。

― 7 ―



Ⅲ．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益

を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項但し書きに定める経過的

な取り扱いに従っており、当連結会計年度の期首から新たな会計方針を適用しております。

なお、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る

「収益認識関係」注記については記載しておりません。また、当該会計基準の適用が連結計

算書類に及ぼす影響は軽微であります。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時間算定会計基準第１９項

及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第4-２項に定

める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわた

って適用しております。

これによる、連結計算書類に与える影響はありません。

また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関す

る事項等の注記を行うこととしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第19号 2019年７月４日）第７－４項に定める経過的な取扱い

に従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るものについては記載しておりません。
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Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

販売用不動産 42,177千円

土地 47,405千円

短期借入金 44,000千円

2．資産から直接控除した貸倒引当金

(1)流動資産

受取手形及び売掛金 31,330千円

その他（未入金及び短期貸付金） 6,815千円

(2)固定資産

その他（長期滞留債権） 1,154,697千円

その他（破産更生債権） 14,124千円

3. 資産から直接控除した減価償却累計額

固定資産

有形固定資産 126,087千円

減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。
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Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式の総数に関する事項

(単位：株)

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 79,413,244 30,636,600 ― 110,049,844

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

新株式の発行による増加 3,773,600株

新株予約権の権利行使による新株の発行による増加 26,863,000株

2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

該当事項はありません。

3. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の

目的となる株式の種類及び数

普 通 株 式 11,619,800株
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Ⅵ．金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主として流動化・証券化ビジネスを行うための資産を確保するとい

う目的のもと、必要な資金(主に銀行借入)を調達しております。一時的な余資は、預金

として保有しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、

主に業務上の関係を有する企業の市場価格のない株式等であり、発行体の信用リスクに

晒されております。借入金は主に会社運営に必要な資金の調達を目的としたものであり

ます。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、リスク管理規程及びその他細則に従い、営業債権、投資有価証券、

長期貸付金について、管理本部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引

相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。満期保有目的の債券は、運用資産管理規程及びその他

細則に従い、信用リスクを管理しております。

当社グループの連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される

金融資産の貸借対照表価額により表わされています。

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状

況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係

を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき管理本部が適時に資金繰計画を作成・更

新することにより、流動性リスクを管理しております。
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあり

ます。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません((注２)を

参照下さい。)。また、「現金及び預金」、「売掛金」、「未収入金」、「短期貸付金」、「買掛金」、

「未払金」、「短期借入金」、「1年内返済予定の長期借入金」は短期間で決済されるため時価が

帳簿価格に近似することから、注記を省略しております。

(単位：千円)

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

長期貸付金 132,000 125,026 △6,973

資産計 132,000 125,026 △6,973

長期借入金 155,354 153,018 △2,335

リース債務 17,983 17,983 －

負債計 173,337 171,001 △2,335

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産

長期貸付金

元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方

法によっております。

負 債

長期借入金
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元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方

法によっております。

リース債務

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方

法によっております。

(注２)市場価格のない株式等

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大

なコストを要すると見込まれます。したがって、市場価格のない株式等は有価証券及び投

資有価証券に含めておりません。

当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりです。

(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合等への出資 537

関係会社出資金 3,000

(注３)金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

(単位：千円)

１年内 １年超５年内 ５年超10年内 10年超

売掛金 22,997 － － －

未収入金 60,756 － － －

短期貸付金 230,000 － － －

長期貸付金 － 30,000 102,000 －

合計 313,753 30,000 102,000 －
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(注４)長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

(単位：千円)

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

長期借入金 － 7,364 11,268 19,572 21,860 95,290

リース債務 － 6,372 5,772 4,390 1,449 －

合計 － 13,736 17,040 23,632 23,309 95,290

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。
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(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

該当事項はありません。

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 125,026 － 125,026

資産計 － 125,026 － 125,026

長期借入金 － 153,018 － 153,018

リース債務 － 17,983 － 17,983

負債計 － 171,001 － 171,001

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

資産

長期貸付金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利

率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

負債

長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利

率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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リース債務

１年を超える返済を予定しているものの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期

間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２

の時価に分類しております。

Ⅶ. 賃貸等不動産に関する注記

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループは、米国ハワイ州において、農業用の土地を有しております。

2. 賃貸用不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変更ならびに決

算日における時価及び当該時価の算定方法

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 連結決算日における

時価当期首 当期増減額 当期末残高

200,000 － 200,000 165,124

（注）時価の算定方法

期末の時価は、米国ホノルル市における固定資産税評価額USD1,393,100を期末日の為

替レート118.53で算出した金額であります。

3. 賃貸等不動産に関する損益

当該賃貸等不動産に係る損益は、15,092千円（賃貸等収益は売上高に、賃貸費用は売上

原価に計上）であります。
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Ⅶ．収益認識に関する注記

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

報告セグメント

合計
投資事業

アセット

マネージメン

ト事業

その他の事

業
計

ゴルフ場売上高 180,433 180,433 180,433

不動産売上高 155,494 155,494 155,494

地代収入 15,092 15,092 15,092

その他 35,571 35,571 35,571

外部顧客への売上

高
386,592 － － 386,592 386,592

2．収益を理解するための基礎となる情報

「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 7円 94銭

１株当たり当期純損失 12円 73銭
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Ⅸ．重要な後発事象
当社は、2022年４月12日開催の取締役会において決議いたしました第三者割当により発行される第13回新

株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）及び第３回無担保転換社債型新株予約権付社債（以下、

「本新株予約権付社債」といい、その社債部分を「本社債」といいます。）の発行に関しまして、2022年４月

28日付で予定通り発行払込金額全額（401,777,776円）の払込が完了いたしました。

本新株予約権の発行概要

（１）名称 燦キャピタルマネージメント株式会社第13回新株予約権

（２）新株予約権の総数 444,444個

（３）発行価額総額 1,777,776円（新株予約権１個につき４円）

（４）当該発行による潜在株式数 44,444,400株（新株予約権１個につき100株）

（５）資金調達の額

1,201,776,576円

（内訳）新株予約権発行による調達額：1,777,776円

新株予約権行使による調達額：1,199,998,800円

（６）行使価額 １株当たり27円（固定）

（７）募集又は割当方法（割当先）

第三者割当の方法により、以下のとおりに割り当てる。

株式会社REVOLUTION

444,444個（潜在株式数44,444,400株）

（８）申込期間 2022年４月28日

（９）割当日及び払込期日 2022年４月28日

（10）行使請求期間 2022年５月２日から2024年５月１日まで

本新株予約権付社債の発行概要

（１）名称
燦キャピタルマネージメント株式会社第３回無担保転換社債型

新株予約権付社債

（２）新株予約権の総数 40個

（３）社債及び新株予約権の発行価額
各本社債の金額は10,000,000円（額面100円につき金100円）各

本転換社債型新株予約権の発行価額は無償

（４）当該発行による潜在株式数

14,814,800株

上記潜在株式数は、当初転換価額である27円で転換された場合

における最大交付株式数です。上限転換価額は修正条件から実

質的に当初転換価額となります。下限転換価額は18円であり、

下限転換価額における潜在株式数は、22,222,200株です。
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（５）資金調達の額 400,000,000円

（６）転換価額 １株当たり27円

（７）その修正条項

本新株予約権付社債の転換価額は、2022年10月28日、2023年４

月28日、2023年10月28日、2024年４月28日、2023年10月28日

（以下、「CB修正日」といいます。）において、CB修正日の直前取

引日（東京証券取引所（以下、「取引所」といいます。）におい

て売買立会が行われる日をいいます。以下同じ。）の取引所にお

ける当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合に

は、その直前の終値、以下、「CB修正日価額」といいます。）の

90％に相当する金額（円位未満小数第３位まで算出し、小数第

３位の端数を切り上げた金額）が、修正日に有効な転換価額を

0.01円以上下回る場合には、転換価額は、CB修正日以降、CB修

正日価額に修正される。但し、CB修正日に係る修正後の転換価

額が下限転換価額である18円を下回る場合には、転換価額は下

限転換価額とする。

（８）募集又は割当方法（割当予定先）
第三者割当の方法により、以下のとおりに割り当てる。

株式会社REVOLUTION（額面10,000,000円の本社債40個）

（９）利率及び償還期日
利率：本社債には利息を付さない。

償還期日：令和７年４月27日

（10）償還価額額面 100円につき金100円

（11）申込期日 2022年４月28日

（12）本社債の払込期日及び本新株予約権

の割当日
2022年４月28日

期末日以降、第12回新株予約権の一部について行使がありました。このことにより、以下のとおり、発行済

株式総数、資本金等が増加しております。

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年４月１日～
2022年６月14日

2,060,000 112,109,844 30,292 4,113,345 30,292 3,978,333

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

Ⅰ．継続企業の前提に関する注記

当社は、前事業年において、重要な営業損失、経常損失、当期純損失を計上し、当事業年度
においても、営業損失、経常損失、当期純損失を計上しております。また、当事業年度末日に
おいて、大阪地方裁判所の調停に基づく解決金債務が存在しております。これらの状況から、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。
当社は、当該状況を早期に改善・解消すべく、以下の対応策を実施してまいります。

・新規事業での収益獲得
セブンスター株式会社が有する、不動産特定共同事業法に基づく「不動産特定共同事業」の

許可と不動産クラウドファンディングに必要不可欠なプラットフォームを活用し、地域創生・
活性化事業強化に向けた投資家アクセス（調達手段）と取得アセットの多様化の双方を実現す
ることで、ストック収入モデルの強化を図ります。
なお、当事業年度において、セブンスター株式会社の取得に係るのれんの評価について、当

初取得時に企業価値算定に用いた事業計画の進捗に遅れが生じていることから、会計監査人か
らの指摘を受け、会計上の見直しを行っております。
当社といたしましては、現時点において、セブンスター株式会社が行う事業の事業性および

将来性について評価を変えたものではありません。

・既存事業での収益獲得
不動産事業においては、引き続き、国内不動産を中心に、中古アパートメント等の小型物件

をターゲットとして各顧客層のニーズに合った不動産の流通に取り組み、収益獲得を目指して
まいります。ゴルフ場運営につきましては、継続したコスト削減と営業努力により、売上高及
び営業利益の増加を目指してまいります。
また、新型コロナウイルス感染予防対策用の除菌水の卸売事業などの新規事業にも積極的に

取り組んで収益獲得を目指してまいります。
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・資金繰りの悪化の解消と財務の安定化
2022年４月12日適時開示の「第三者割当による第13回新株予約権及び第３回無担保転換社債

型新株予約権付社債の発行並びに第三者割当契約締結に関するお知らせ」にありますとおり、
第三者割当により発行される第13回新株予約権及び第３回無担保転換社債型新株予約権付社債
の募集を行うことについて決議いたしました。
これにより、1,601百万円の資金を調達いたしますが、引続き、業務の効率化を図ると共に

収益に見合った組織体制・コスト構造への転換を進め、コスト削減を徹底して支出の削減を図
ってまいります。また、未回収債権等の早期回収も図ることで資金繰りの悪化の解消と財務の
安定化を図ってまいります。

しかしながら、上記の事業が計画通り実現するとは限らず、これらの対応策の実現可能性
は、市場の状況、需要動向、他社との競合等の影響による成果を負っており、資金調達や事業
計画の達成如何にも左右されるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められます。
なお、計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確

実性の影響を計算書類に反映しておりません。

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券

市場価格のない株式 移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法を採用しております。
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なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

① 建物 10～48年

② 工具、器具及び備品 ３～20年

(2) 無形固定資産

該当事項はありません。

3．引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

4．重要な収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主要な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりで

あります。

当社は、企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」に従い、企業会計基準第10

号「金融商品に関する会計基準」の範囲に含まれる金融商品に係る取引、及び、企業会計

基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれるリース取引を除く顧客との

契約について、次のステップを適用することにより、収益を認識しています。

ステップ1：顧客との契約を識別する

ステップ2：契約における履行義務を識別する

ステップ3：取引価格を算定する

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する

ステップ5：履行義務を充足した時にまたは、充足するにつれて収益を認識する

当社における、収益の認識の方法は以下のとおりです。

不動産売上

不動産売買においては、当該不動産の引き渡し時点で収益を認識しております。ま

た、手数料売上においては、当該手数料受取時点で収益を認識しております。
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Ⅲ．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識

会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認

識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項但し書きに定める経過的

な取り扱いに従っており、当事業年度の期首から新たな会計方針を適用しております。な

お、当会計基準の適用が計算書類に及ぼす影響は軽微であります。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時間算定会計基準第１９項及び

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第4-２項に定める経

過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適

用しております。これによる、計算書類に与える影響はありません。

Ⅳ．貸借対照表に関する注記

1.資産から直接控除した貸倒引当金

(1)流動資産

その他（未収入金及び短期貸付金） 69,091千円

(2)固定資産

その他（長期滞留債権） 905,360千円

その他（破産更生債権） 14,124千円

2. 資産から直接控除した減価償却累計額

固定資産

有形固定資産 6,835千円
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3. 保証債務

下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

鳥取カントリー倶楽部株式会社 108,688千円

4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 20,738千円

長期金銭債権 －千円

短期金銭債務 3,038千円

5. 取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務

長期金銭債権 102,000千円

Ⅴ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業外取引

営業外収益 16,232千円

営業外費用 2,981千円

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び総数

該当事項はありません。
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Ⅶ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 1,020,634

関係会社有価証券評価損 570,917

会社分割による関係会社株式評価損 11,834

出資金評価損 851

貸倒損失 24,788

合併引継 3,932

貸倒引当金 279,421

その他 10,404

小計 1,922,783

評価性引当額 △1,922,783

合計 －

繰延税金負債

投資事業組合運用益 △5,313

小計 △5,313
繰延税金負債の純額 △5,313
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Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記

1. 関連会社等

（単位：千円）

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社

鳥取カントリー

倶楽部株式会社

所有

直接 100.0%

資金の借入

債務保証

役員の兼任

資金の借入(注1)

利息の支払(注1)

銀行借入に対する債務

保証

10,000

451

関係会社

短期借入金

未払利息

―

25,000

508

108,688

SUN GREEN POWER

ENERGY PTE.LTD.

所有

直接 100.0%

資金の貸付

役員の兼任

資金の貸付(注1)

利息の受取(注1)

－

4,166

関係会社

長期貸付金

未収利息

130,434

8,456

サンエナジー

株式会社

所有

直接 100.0%

資金の借入

役員の兼任

事業譲受

資金の借入(注1)

利息の支払(注1)

－

－

1,965

関係会社

未払金

関係会社

短期借入金

未払利息

95,000

65,500

1,965

ランド･ベスト

株式会社

所有

直接 100.0%

資金の借入

役員の兼任

資金の借入(注1) － 関係会社

短期借入金

500

マース株式会社 所有

直接 100.0%

役員の兼任 資金の貸付(注1)

資金の貸付(注1)

利息の受取(注1)

200,000

2,000

5,128

関係会社

長期貸付金

関係会社

短期貸付金

未収利息

200,000

2,000

5,128

CONQUER株式会社 所有

直接 100.0%

役員の兼任 資金の貸付(注1)

利息の受取(注1)

156,729

6,937

関係会社

短期貸付金

未収利息

156,729

6,937

ジアステーショ

ン株式会社

所有

直接 100.0%

資金の借入

役員の兼任

資金の借入(注1) － 関係会社

短期借入金

830

セブンスター株

式会社

所有

直接 100.0%

資金の借入

役員の兼任

資金の借入(注1)

利息の支払(注1)

支払の立替

30,000

565

215

関係会社

短期借入金

未払利息

立替金

30,000

565

215

関連会社
株式会社早稲田

不動産管理

所有

直接 51.0%

資金の貸付

役員の兼任

資金の貸付(注1)

利息の受取(注1)

－

1,271

短期貸付金

未収利息

10,000

1,271

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)1. 資金の貸付及び借入については、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しております。
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2. 役員及び個人主要株主等

（単位：千円）

属性
会社等の名称
又は氏名

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員 前田健司 1.51 当社取締役 資金の貸付(注1)

担保株式の受入(注2)

－

－

長期貸付

―

102,000

39,408

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)1. 資金の貸付及び借入については、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しております。

2. 取引金額は担保株式の時価で記載しております。

Ⅸ．収益認識に関する注記

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
（単位：千

円）

報告セグメント

合計
投資事業

アセット
マネージメン

ト事業
その他の事業 計

ゴルフ場売上高 － － －

不動産売上高
56,949 56,949 56,949

地代収入 － － －

その他 － － －

外部顧客への売上高 56,949 － － 56,949 56,949

2．収益を理解するための基礎となる情報

「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

Ⅹ．１株当たり情報の注記

1. １株当たり純資産額 7円 41銭

2. １株当たり当期純損失 12円 66銭

― 8 ―



Ⅺ．重要な後発事象
当社は、2022年４月12日開催の取締役会において決議いたしました第三者割当により発行される第13回新

株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）及び第３回無担保転換社債型新株予約権付社債（以下、

「本新株予約権付社債」といい、その社債部分を「本社債」といいます。）の発行に関しまして、2022年４月

28日付で予定通り発行払込金額全額（401,777,776円）の払込が完了いたしました。

本新株予約権の発行概要

（１）名称 燦キャピタルマネージメント株式会社第13回新株予約権

（２）新株予約権の総数 444,444個

（３）発行価額総額 1,777,776円（新株予約権１個につき４円）

（４）当該発行による潜在株式数 44,444,400株（新株予約権１個につき100株）

（５）資金調達の額

1,201,776,576円

（内訳）新株予約権発行による調達額：1,777,776円

新株予約権行使による調達額：1,199,998,800円

（６）行使価額 １株当たり27円（固定）

（７）募集又は割当方法（割当先）

第三者割当の方法により、以下のとおりに割り当てる。

株式会社REVOLUTION

444,444個（潜在株式数44,444,400株）

（８）申込期間 2022年４月28日

（９）割当日及び払込期日 2022年４月28日

（10）行使請求期間 2022年５月２日から2024年５月１日まで

本新株予約権付社債の発行概要

（１）名称
燦キャピタルマネージメント株式会社第３回無担保転換社債型

新株予約権付社債

（２）新株予約権の総数 40個

（３）社債及び新株予約権の発行価額
各本社債の金額は10,000,000円（額面100円につき金100円）各

本転換社債型新株予約権の発行価額は無償

（４）当該発行による潜在株式数

14,814,800株

上記潜在株式数は、当初転換価額である27円で転換された場合

における最大交付株式数です。上限転換価額は修正条件から実

質的に当初転換価額となります。下限転換価額は18円であり、

下限転換価額における潜在株式数は、22,222,200株です。
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（５）資金調達の額 400,000,000円

（６）転換価額 １株当たり27円

（７）その修正条項

本新株予約権付社債の転換価額は、2022年10月28日、2023年４

月28日、2023年10月28日、2024年４月28日、2023年10月28日

（以下、「CB修正日」といいます。）において、CB修正日の直前取

引日（東京証券取引所（以下、「取引所」といいます。）におい

て売買立会が行われる日をいいます。以下同じ。）の取引所にお

ける当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合に

は、その直前の終値、以下、「CB修正日価額」といいます。）の

90％に相当する金額（円位未満小数第３位まで算出し、小数第

３位の端数を切り上げた金額）が、修正日に有効な転換価額を

0.01円以上下回る場合には、転換価額は、CB修正日以降、CB修

正日価額に修正される。但し、CB修正日に係る修正後の転換価

額が下限転換価額である18円を下回る場合には、転換価額は下

限転換価額とする。

（８）募集又は割当方法（割当予定先）
第三者割当の方法により、以下のとおりに割り当てる。

株式会社REVOLUTION（額面10,000,000円の本社債40個）

（９）利率及び償還期日
利率：本社債には利息を付さない。

償還期日：令和７年４月27日

（10）償還価額額面 100円につき金100円

（11）申込期日 2022年４月28日

（12）本社債の払込期日及び本新株予約権

の割当日
2022年４月28日

期末日以降、第12回新株予約権の一部について行使がありました。このことにより、以下のとおり、発行済

株式総数、資本金等が増加しております。

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年４月１日～
2022年６月14日

2,060,000 112,109,844 30,292 4,113,345 30,292 3,978,333

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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